
別 表 第 六 号 の 第 ３ を 次 の よ う に 改 め る 。

第３ 添付書類（設備規則第60条第２号の規定の適用を受ける電力線搬送通信設備の場合に限る。）

長

高周波利用設備申請書届 書（注１）の添付書類（ 設備分）（注２）

１

工

事

設

計

（設備の別）

` 設備の区分

c 通信線又はそれに相当
する部分への伝導妨害波
の電流

\ 使用周波数 ] 製造者名

a 電力線への伝導妨害波
の電流

d 放射妨害波の電界強度

^ 型式又は名称

b 電力線への伝導妨害
波の電圧

e その他の工事設計

_ 製造番号

※整理
番号

辺

短 辺 （日本工業規格Ａ列４番）

２ 参 考 事 項

ふ り が な

３ 氏名又は名称

ふ り が な

４ 住 所

ふ り が な

５ 設 置 場 所

６ 許可の番号

※ 備 考

７ 許可の年月日
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二 特 別 搬 送 式 デ ジ タ ル 伝 送 装 置

\ 前 号 の \ か ら _ ま で に 掲 げ る 事 項

] 高 周 波 電 流 の 送 信 に 関 す る 機 能

^ 最 大 送 信 時 間 の 設 計 値

三 広 帯 域 電 力 線 搬 送 通 信 設 備

\ 第 一 号 の \ 及 び ] に 掲 げ る 事 項

] 搬 送 波 の 周 波 数 （ 搬 送 波 の 変 調 方 式 が ス ペ ク ト ル 拡 散 方 式 の も の は 、 拡 散 範 囲 と す る 。 ） の

設 計 値

^ 伝 導 妨 害 波 の 電 流 及 び 電 圧 並 び に 放 射 妨 害 波 の 電 界 強 度 の 設 計 値

四 誘 導 式 読 み 書 き 通 信 設 備

\ 第 一 号 の \ か ら ^ ま で に 掲 げ る 事 項

] 電 波 の 強 度 に 対 す る 安 全 施 設 の 状 況

^ 高 調 波 及 び 低 調 波 に よ る 高 周 波 出 力 の 設 計 値

五 超 音 波 洗 浄 機 、 超 音 波 加 工 機 、 超 音 波 ウ エ ル ダ ー 及 び 電 磁 誘 導 加 熱 を 利 用 し た 文 書 複 写 印 刷

機 械
\ 第 一 号 の \ に 掲 げ る 事 項

] 外 観 及 び 構 造

^ 発 振 の 方 式

_ 振 動 子 の 種 類 及 び 型 名 （ 電 磁 誘 導 加 熱 を 利 用 し た 文 書 複 写 印 刷 機 械 を 除 く 。 ）

` 利 用 周 波 数 及 び 周 波 数 変 動 幅 の 設 計 値

a 利 用 周 波 数 に よ る 発 射 及 び ス プ リ ア ス 発 射 の 漏 え い 電 界 強 度 の 設 計 値

第 四 十 六 条 の 三 第 一 項 第 六 号 の \ 中 「 前 号 の ] 、 ^ 及 び a 」 を 「 前 号 の ] 、 ^ 及 び ` 」 に 改 め る 。

第 四 十 六 条 の 六 中 「 前 五 条 」 を 「 第 四 十 六 条 か ら 前 条 ま で 」 に 改 め る 。

（ 無 線 局 免 許 手 続 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 無 線 局 免 許 手 続 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

す る 。

注１ 不要の文字は抹消すること。

２ 同一の通信系統に属する送信設備の数を記載すること。

３ ※印を付けた欄は、記載しないこと。

４ １の\からdまでの欄は、申請に係る設備の記載内容が同一のものについては、設備の別

が分かるように一括して記載することができる。

５ １の\の欄は、使用する周波数の範囲（搬送波の変調方式がスペクトル拡散方式のものに

あつては、搬送波が拡散される周波数の範囲）を「４MHzから28MHzまで」のように記載

すること。

６ １の`からdまでの欄の記載は、次によること。

\ １の`の欄は、屋内広帯域電力線搬送通信設備（施行規則第44条第２項第２号の\に規

定する屋内広帯域電力線搬送通信設備をいう。）の場合は「屋内広帯域」と、それ以外の場

合は「一般広帯域」と記載すること。

] １のaの欄は、通信状態における電力線への伝導妨害波の電流の準尖頭値及び平均値を

デシベル（１マイクロアンペアを０デシベルとする。）で記載すること。この場合において、

平均値は括弧を付して記載すること。

^ １のbの欄は、非通信状態における電力線への伝導妨害波の電圧の準尖頭値及び平均値

をデシベル（１マイクロボルトを０デシベルとする。）で記載すること。この場合において、

平均値は括弧を付して記載すること。

_ １のcの欄は、通信状態における通信線又はそれに相当する部分への伝導妨害波の電流

の準尖頭値及び平均値をデシベル（１マイクロアンペアを０デシベルとする。）で記載する

こと。この場合において、平均値は括弧を付して記載すること。

` １のdの欄は、通信状態における放射妨害波の電界強度の準尖頭値をデシベル（毎メー

トル１マイクロボルトを０デシベルとする。）で記載すること。

a ]から`までの記載に当たつては、設備規則第60条第２号の\の各表に掲げる周波数帯

と許容値との関係が分かるように記載すること。
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